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【背景】

　緩和医療の分野で疼痛に対して放射線治療が行わ

れるようになって久しく，近年では単回照射や寡分

割照射といった様々な方法が行われている［１－４］．

当院では2021年４月から放射線治療専門医が常勤し

ており，多彩な放射線治療の方法について検討でき

るようになった．今回，当院における疼痛に対する

緩和的放射線治療の初期経験について解析し，その

効果や安全性を確認するとともに，今後放射線治療

の方法を選択する上で注意を払うべき因子を明らか

にすることを目的とした．

【対象】

　2021年４月から12月の期間に当院で疼痛に対し

て放射線治療を施行した22例36部位を対象とし

た．対象症例の年齢の中央値は71才（49-90才）で

あり， Stage I/II/III/IVの症例数は 0/1/3/18人， 

Performance status（PS） 0/1/2/3/4の症例数は

2/5/5/5/5であった．原発巣（人/部位数）は，多

発性骨髄腫（3/7）， リンパ腫（1/1）， 乳癌（1/1）， 

卵巣癌（1/1）， 食道癌（1/1）， 中咽頭癌（1/1）， 下

咽頭癌（1/1）， 小細胞肺癌（2/3）， 非小細胞肺癌

（4/7）， 胆道癌（3/7）， 胃癌（1/2）， 大腸癌（2/3）， 

子宮体癌（1/1）であった．疼痛部位（部位数）は， 

頭部（4）， 頸部（2），胸部（2）， 腹部（2）， 臀部（2）， 

背部（7）， 四肢（12）であった.

【方法】

倫理審査

　本研究は沖縄赤十字病院倫理審査委員会の承認を

得て，後ろ向き観察研究を行った．
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要　旨

　近年，緩和的放射線治療として分割照射や単回照射などの様々な方法が採用されている．当院では

2021年４月から放射線治療専門医が常勤しており，多彩な放射線治療の方法について検討できるように

なった．今回，当院における疼痛に対する緩和的放射線治療の初期経験について解析し，その効果や安

全性を確認するとともに，今後放射線治療の方法を選択する上で注意を払うべき因子を明らかにするこ

とを目的として後ろ向き観察研究を行った．対象は2021年４月から12月の期間に当院で疼痛に対して放

射線治療を施行した22例36部位とした．18例26部位で放射線治療後に疼痛の改善が見られた．放射線治

療に関連した重篤な有害事象としては輸血を要する下血と骨髄抑制が１例ずつ見られた．原発巣の放射

線感受性や照射回数などの因子毎に治療効果の有意差について解析を行ったが，有意差のある因子は無

く，単回照射の有用性は高いと考えられた．
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治療効果および有害事象

　電子カルテ上の記録を確認し，放射線治療後で

Numerical Rating Scale（NRS）が減少している

場合は治療効果ありとし，Numerical Rating Scale

（NRS）の評価が記載されていない場合でも主訴

などのカルテ記載から疼痛が改善していると考え

られる場合も治療効果ありと判断した．有害事象

に関しては，Common Terminology Criteria for 

Adverse Events v5.0 （CTCAE）で評価できる症状

の内，放射線治療後に照射範囲内に生じ，かつ，放

射線治療以外の影響は小さいと思われる症状を有害

事象と判断した．また， 骨髄機能の評価として，放

射線治療前と以降における血液検査の全血球の減少

程度をそれぞれCTCAEで評価した.

放射線治療

　放射線治療はClinac iX（Varian）の６MVまた

は10MVのX線を用いて行った．疼痛の原因と判断

した病変の範囲をClinical Target Volume （CTV），

CTVにinternal marginとset up marginとして合

計５ mmを加えた範囲をPlanning Target Volume 

（PTV）として設定し，このPTVを照射範囲とし

た前後対向２門，非対向２門または４門照射で照射

を行った．年齢，Performance Status，照射回数，

照射部位数，原発巣の放射線感受性，病変部位，疼

痛部位に応じて照射範囲の調整や照射方法の選択

を行った．照射期間の中央値は１日（1-15日）であ

り， 処方線量の種類（部位数）は， ８Gy/ １回（20）， 

12Gy/ ３回（1）， 15Gy/ ５回（1）， 20Gy/ ５回（5）， 

20Gy/10回（2）， 30Gy/10回（7）であった．照射

部位数（人）は１部位（12）， ２部位（7）， ３部位（2）， 

４部位（1）であった．また， ５例５部位では照射

歴のある部位へ再照射を行った.

解析

　年齢，Performance Status，照射回数，照射部

位数，原発巣の放射線感受性，病変部位，疼痛部位

のそれぞれの因子について２群に分け，治療効果の

有無については自治医科大学附属さいたま医療セン

ターのEZRを用いてFisherの正確検定を行った．

【結果】

　症例毎の観察期間の中央値は70日（11-199日）で

あり，照射部位毎の観察期間の中央値は56日（７

-199日）であった．２例は放射線宿酔，１例は感染

症のため照射休止期間を要した．１例は症例の希望

により照射を途中で中止した．18例26部位（26/36

部位， 72％）で放射線治療後に疼痛が改善した期間

Table 1. 放射線治療の効果と各因子に関するFisherの正確検定結果

　 　 効果あり 効果なし p値

年齢
70才以下 15 5

0.72
71才以上 11 5

PS*
２以下 17 3

0.07
３以上 9 7

照射回数
単回照射 12 8

0.13
分割照射 14 2

照射部位数
１部位 9 3

1
複数部位 17 7

放射線感受性**
高い 12 4

1
低い 14 6

転移部位
骨転移 18 7

1
非骨転移 8 3

疼痛部位
四肢 8 4

0.7
非四肢 18 6

 *Performance Status
**骨髄腫，リンパ腫，乳癌，卵巣癌，食道癌，中咽頭癌，下咽頭癌，小細胞肺癌を放射線感受性の高い群とした．
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があった．また，７例９部位（９/36部位， 25％）

ではNRSが０となる期間があり，３例５部位（５

/36部位，14％）では鎮痛薬が不要となる期間があった．

　放射線治療の効果と各因子の解析では正確検定

においてP値<0.05となる有意な因子は無かった

（Table １）．

　放射線治療に関連する有害事象として，grade １

は３例（咽頭出血， 下肢浮腫， 嘔気/倦怠感の各１

例），grade ２は１例（嘔吐）， grade ３は２例（下

血， 貧血/血小板数減少）が見られた．全血球数

減少（grade 1/2/3/4）は、白血球減少が1/1/0/0

例（治療前 0/0/0/0）， 貧血が4/7/2/1例（治療

前 6/6/2/0）， 血小板数減少が3/1/2/0（治療前 

1/1/0/0）であった．また， 放射線治療後に４例で

赤血球輸血が行われ， その内１例は血小板輸血も行

われた.　輸血を行った症例では， 下血（１例， TS-1

併用中の下位胸椎への照射）， 照射前からgrade ２

の貧血と血小板数減少（１例， 腰椎への照射）， 腫

瘍に伴う小腸出血（１例， 肝への照射）， 腫瘍に伴

う消耗性貧血（１例， 両側鼠経への照射）がそれぞ

れ見られた．血小板数減少grade ３の内の１例では

血小板輸血なしに血小板数が改善していた.

【考察】

　本研究によって当院における疼痛に対する緩和的

放射線の初期経験を報告した．

　骨移転診療ガイドラインでは病的骨折や脊髄圧迫

を伴わない骨転移の疼痛では外照射で59～73％で

緩和し，23～34％の症例で消失されるとされてお

り［１］，当院の治療成績は同等であると考えられた．

一方で，本研究では86％で鎮痛剤の使用が継続され

ており，放射線治療と鎮痛剤の効果の度合は不明で

あり，疼痛コントロールのためには両者を併用しな

がらそれぞれの導入タイミングや使用量を調整して

いく必要があると考えられた．

　緩和的放射線治療の方法を選択する上で当院で

は， 症例の因子として年齢・PS，病変の因子とし

て原発巣の放射線感受性・病変部位・疼痛部位，照

射方法の因子として照射回数・照射部位数に留意し

ている．本研究においてこれらの因子による緩和的

放射線治療の効果に有意差は無かった．この結果を

踏まえると，症例の因子や病変の因子によらず，単

回照射は分割照射と同等の効果が期待できる．分割

照射では１～２週間程度の照射期間が必要であるの

に対し，単回照射は１日で照射が完了できることを

考慮すると，疼痛緩和における単回照射の有用性は

高いと考えられた．ただし，本研究の症例や各ガイ

ドライン［１－４］を見てみると，多発脳転移，多発性

骨髄腫，治療効果の持続期間に対しては単回照射を

行う上で注意が必要であると考えられた．

　多発性脳転移への緩和的放射線治療としては全

脳照射を選択するが，全脳照射は20Gy/ ５回や

30Gy/10回といった分割照射が標準的な方法であ

り［２－３］，当院でも脳浮腫などの照射に伴う有害事

象のリスクを考慮して全脳照射は全て分割照射で

行っている．単回照射による全脳照射の安全性は不

明であり，分割照射を選択することが望ましいと思

われる．

　多発性骨髄腫に対しては10～20Gy/ ５～10回の

照射でも疼痛緩和が得られることが知られてお

り［３］，本研究においても20Gy/10回の照射で疼痛

緩和を得られた症例が含まれていた．この症例では

化学療法が継続されており，放射線治療が補助的な

治療であったため，症状の経過に応じて処方線量を

増減することも検討していた．単回照射ではこのよ

うな照射期間中の処方線量の調整ができないため，

多発性骨髄腫への照射方法を選択する際には診療経

過や照射目的を考慮する必要があると思われる．

　治療効果の持続期間に関して，骨転移診療ガイド

ラインで単回照射の方が痛み再燃までの期間が短

かった（中央値 単回照射2.4か月vs分割照射3.7か月，

有意差なし）とする報告が紹介されており［１］，米

国の骨転移に対する緩和的放射線治療のガイドライ

ンにおいても単回照射の方が再治療を要する割合が

高かったとする報告が紹介されている［４］．本研究

では照射部位毎の観察期間の中央値が56日と短かっ
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たため調査対象から除外したが，効果持続期間は照

射方法を選択する上で重要な因子であると考えられ

るため，次回の研究では長期の研究期間を設けて調

査する必要がある．

　また，本研究において緩和的放射線治療の影響が

疑われるgrade ３以上の重篤な有害事象として， 下

血， 骨髄抑制が見られた．

　胃癌への緩和的放射線治療のメタアナリシスで

は，化学放射線療法の内８％（１/12例）に胃腸出

血があったとする研究について紹介されており， 放

射線治療単独よりも化学療法併用の場合に重篤な

有害事象の割合が高い（15％ vs 25％）とされてい

る［５］．下血の症例ではTS- １内服中であったため， 

照射時の休薬について検討すべきであると思われ

る．また， 放射線治療単独であっても， 本研究の小

腸出血の１例のように腫瘍の影響で易出血状態と

なっている症例に対しては胃腸への線量が最低限と

なるよう配慮が必要だと思われる。 

　骨髄抑制は放射線治療の急性期障害として知ら

れており， 緩和的放射線治療においても照射範囲に

ついて注意する必要があることが知られている［２］．

本研究で骨髄抑制が見られた症例のように放射線治

療前からgrade ２の貧血や血小板数減少が見られて

いる場合には， 輸血のタイミングも計画した上で放

射線治療を行うことが望ましいと思われる.

　本研究のLimitationとして，上記の照射部位毎

の観察期間が短い点の他に，対象症例が少ない点と

骨転移以外の疼痛も対象症例に含めた点が挙げられ

る．Van der Veldenらは原発巣・PS・疼痛強度が

骨転移への緩和的放射線治療の効果予測に有用な因

子であったと報告しており［６］，これらのLimitaion

が研究結果に影響を与えた可能性があるため，今後

も当院での緩和的放射線治療の経験を積み重ねてい

き改めて調査したい．

【結語】

　本研究では緩和的放射線治療の効果について有意

に影響を与える因子は特定できず，単回照射の有用

性は高いと考えられた．ただし， 脳転移や多発性骨

髄腫など治療時に照射回数を調整している症例が

あった点や治療後に輸血を要する下血や骨髄抑制が

あった点は注意が必要であると思われる．症例数や

観察期間を増やして，さらなる調査を続けていきたい．

＊本研究は第27回日本緩和医療学会（2022年， 神戸）

でポスターとして展示しました．
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